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Abstract

The purpose of this paper is to investigate how changes in perfor-

mance measurement systems (PMS) as management control systems

(Simons，1995，2000) affect organizational behavior and organization-

al performance. Using survey data from 127 manufacturing executive

officers of manufacturing firms in Japan, this study applies structural e-

quation modeling methods to examine the relationships among changes

in the design of PMS, the diagnostic/interactive use of PMS, the oppor-

tunistic behavior of subordinates and organizational performance．

The results of this paper are as follows. First, increasingly strategic

performance measures have influenced both the increased reliance on

non-financial measures in the performance evaluation and compensa-

tion and the increased importance of financial performance in manageri-

al compensation. Second, the increased reliance on non-financial meas-

ures in the performance evaluation process, in turn, has facilitated the

diagnostic use of PMS. Third, the increased importance of financial per-

formance in the compensation process has resulted in increasingly inter-

active use of PMS. Forth, changes in both the diagnostic and interactive

use of the system have improved organizational performance. Specifi-

cally, changes in the interactive use of PMS have discouraged opportu-

nistic behavior of subordinate employees, which has led to improved or-

ganizational performance．
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近年，日本企業では，成果報酬システムの導入や日本企業に根付いている

目標管理や方針管理などの変革を通じ，業績評価と報酬との結びつきを強め

ることで戦略の遂行に寄与する業績管理システム(PMS: performance

measurement systems)の構築が模索されている。しかしながら，報酬との

結びつきを強化する PMSの構築が従業員の近視眼的あるいは機会主義的な

行動を生み出し，必ずしも期待される組織成果に結びつかないとの経営課題

が顕在化している。

本研究の問題意識は，企業が組織成員の戦略的行動を引き出すために

PMSの設計をどのように変更しているのか，そして，それらの変更がいか

なる過程を経て組織成員の行動および組織成果に影響を及ぼしているのか，

という点にある。Simons(1995，2000)においても，マネジャーは，事業戦

略の遂行のために，PMSをマネジメント・コントロールとして積極的に選

択することが指摘されているが，具体的にどのような設計の PMSがマネジ

メント・コントロールとして選択され，部下の行動や組織の成果にいかなる

影響を及ぼすのかについての経験的な証拠は乏しい。

本研究では，東証一部上場の製造業に属する製造担当役員を対象とした質

問票調査を実施し，マネジメント・コントロール(Simons，1995，2000)の

観点から，(1)成果報酬システムの導入などを通じて PMSの設計がどのよ

うに変更されているのか，(2) PMSの設計の変更がマネジャーによる PMS

の利用にいかなる変化を及ぼしているのか，そして，(3) PMSの利用の変

化が組織成員の機会主義的行動および組織成果にいかなる影響を及ぼしてい
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るのかについての分析枠組を構築し，パス解析による解明を試みる。

これまでにも，PMSを含む管理会計システムの変更については，管理会

計チェンジ研究の中で取り上げられてきた。管理会計チェンジ研究とは，管

理会計システムがなぜ，どのように普及，導入，変更，拒否されるのかを明

らかにする研究である（吉田，2003）。先行研究では，サーベイ研究を中心

に，管理会計システムの採用の数に焦点が当てられ，競争・タスク環境，戦

略などその採用の数に影響を及ぼす要因が定量的に解明されてきた (Libby

and Waterhouse，1996; Williams and Seaman，2001，2002)。ケース研究で

は，管理会計ステムの採用の他に廃止や中止なども扱われ，それらが採用な

いしは廃止，中止されるまでの過程の中でどのような組織内外の要因が関係

しているのかが明らかにされている(Cobb，et al., 1995; Innes and Michell，

1990)。また，Baines and Langfield-Smith(2003)では，活動基準原価計算や

原価企画など高度な管理会計システムの採用に着目し，組織成果との関係の

解明が試みられている。これらの先行研究に対して，本研究では，PMSが

採用されたか否か，またその採用に影響を及ぼす要因の解明に主眼を置くの

ではなく，企業がマネジメント・コントロールとして PMSの設計をどのよ

うに変更し，そして，それらの変更がいかなる過程を経て組織成果の改善に

影響を及ぼしているのかを具体的に考察することに関心を寄せている。

本稿の構成は以下の通りである。次節では，分析枠組と仮説の導出を行う。

３節では，調査方法，変数の構成と操作化，４節では，解析の結果を示す。

最後に，本研究の結果を要約するとともに含意，課題を提示する。
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本研究の分析枠組は，以下の３つの仮説から構成される。(1) PMSの設

計の変更に関する仮説(H1)，(2) PMSの設計変更がその利用変化に与える

影響に関する仮説(H2)，(3) PMSの利用変化と組織成員の機会主義的行動
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および組織成果との関係に関する仮説(H3)，である。以下，それぞれの仮

説について説明する。
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PMSの設計変更には，戦略遂行を重視する設計への変更と動機付けを強

化する設計への変更の２つが含まれる（近藤他，2006）。戦略遂行を重視す

る設計への変更とは，目標達成までの過程を明確にするために，財務指標と

非財務指標の両方を含める形で，業績指標を多様化することである(Baines

and Langfield-Smith，2003; Bouwens and Abernethy，2000)。一方，戦略

を確実に遂行するためには，PMSにおける業績指標を多様化させるだけで

は十分ではない。戦略遂行に向けて，部下を動機づける必要がある。業績評

価の結果に応じて，部下に適切な報酬を与えることで動機付けを行い，部下

が戦略に沿った行動をとるように促すことが PMSの役割として期待されて

いる（Ittner and Larcker，1998）。

報酬と結びつけられる指標には，財務業績指標と非財務業績指標がある。

客観的に測定される財務業績を報酬に結びつけることで納得性や公平性が確

保される。しかし，財務業績だけでは，組織成員に対するモニターや業務報

告の内容確認が容易ではなく，戦略に沿った行動を動機付ける費用の効率性

が損なわれやすい(Milgrom and Roberts，1992)。非財務業績指標は，財務

業績指標と比べて一般的に測定誤差は小さい。財務業績指標に内在する測定

誤差を修正するために，非財務業績指標を設定することが重要となる。

Kaplan and Norton(2001)は，組織の戦略と組織成員の行動をより確実に結

びつける上で，非財務業績指標を報酬と連動させることが有効であると指摘

している(Kaplan and Norton，2001)。また，マネジャーは，財務業績指標

に加えて非財務業績指標を併用することにより，業績評価の過程で組織戦略

を部下と綿密に話し合うことが可能となる。そこで，次の仮説1aが導かれる。

H1a: 戦略遂行を重視する設計に PMSが変更されると，報酬決定にお
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いて非財務業績・評価過程を重視するように PMSの変更が促進される。

企業は，報酬決定において非財務業績・評価過程を重視し，戦略遂行の過

程を円滑に進め，財務目標の達成につなげることが求められる。報酬システ

ムの導入に対する営業マネジャーの満足度の調査を行った梶原・谷(2002)で

は，プロセス管理を行うための非財務業績指標を活用するだけでなく，アウ

トプットに関わる「財務業績指標も併せて」活用することが有効であると示

されている。また，多様な業績指標が設定される中で，最終的に財務目標の

達成につながる組織成員の戦略的な行動を確実に引き出すためには，（H1a

で取り上げた非財務業績・評価過程のみならず，）客観的に測定された財務

業績と報酬との結びつきも強めておく必要がある(Ittner, et al., 2003)。した

がって，第２に，以下の仮説1bが設定される。

H1b: 戦略遂行を重視する設計にPMSが変更されると，報酬決定にお

いて財務業績を重視するようにPMSの変更が促進される。
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本研究では，Simons(1995,2000)のマネジメント・コントロールの枠組み

に基づき，PMSの設計面の変更だけではなく，その利用面の変化も考察す

る。マネジャーは，PMSを，部下が行う業務のモニタリングや例外管理の

ために診断的に利用したり，戦略創発のためにインターラクティブに利用す

る。

Simons(2000)は，財務業績指標ならびに非財務業績指標を含んだ PMS

は，戦略遂行の過程や結果の測定に適するとしている。多様な業績指標の設

定により，財務業績指標への過度な偏重が緩和され，部下は，非財務業績指

標に依拠して戦略に沿った行動をとれるようになる。マネジャーは，部下に

よる戦略遂行の進捗状況をモニタリングし，例外管理を行うようになると考

えられる。したがって，次の仮説が導出される。
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H2a: 戦略遂行を重視する設計に PMSが変更されると，PMSは診断

的に利用されるようになる。

従業員の行動が財務業績に結びつくまでの過程では，通常タイムラグが存

在する。マネジャーは，その過程で部下が戦略遂行を通じて財務業績を達成

できるように，コントロールしていく必要がある。非財務業績指標は，従業

員の行動と財務業績との間のタイムラグが長いほど，部下の業績評価の際に

より有用な情報となりうる(Ittner and Larcker，2002)。そこで，マネジャー

は，部下の行う業務の遂行状況をモニタリングしたり，フィードバックの頻

度を高める目的で，報酬との結びつきが強化された「有用な」非財務業績指

標を積極的に利用したり，業績評価の過程で部下とのコミュニケーションを

図ろうとすると考えられる。つまり，マネジャーは，PMSを診断的に利用

する(Simons，1995,2000)ように変化するであろう。以上を仮説に示すと次

の通りである。

H2b: 報酬決定において非財務業績・評価過程を重視する設計にPMS

が変更されると，PMSは診断的に利用されるようになる。

上司は，部下の業績評価や報酬決定を行う際に財務業績指標を選択し，部

下の行動を通じて財務目標の確実な達成を図る。しかしながら，財務業績指

標は，もともと非財務業績指標に比べ集約されすぎており，組織成員が戦略

的行動を実践していく上で十分な情報を提供することが困難である(Ittner

and Larcker，2002)。そのため，上司が部下の業績評価や報酬決定を行う際

に財務業績指標を重視するように PMSが変更されると，部下は，上司との

積極的なコミュニケーションを通して，戦略行動を実践する上で不足する情

報を補い，行動の大幅な見直しを行うことによって，財務目標の達成に努め

ることを要求されるようになる。上司は，財務業績指標や非財務業績指標を

用いて部下との対話を進めることによって，ダブルループ学習を促し，部下
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の目標達成を額実にしようとするのであろう(Simons，1995,2000)。先行研

究では，予算管理やバランスト・スコアカードの活用(Abernethy and

Brownell，1999; Bisbe and Otley，2004)，さらには，製品開発(Davila，

2000; Tani，1995)の過程において，マネジャーが財務業績指標をインター

ラクティブに利用することで，組織学習や成果の改善に結びついていること

が明らかにされている。したがって，次の３つ目の仮説が導かれる。

H2c: 報酬決定において財務業績を重視する設計に PMSが変更される

と，PMSはインターラクティブに利用されるようになる。
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本節では，PMSの利用の変化が組織成員の機会主義的行動の増減および

組織成果の改善に与える影響について，診断的利用とインターラクティブ利

用とに分けて検討する。

(1) 診断的利用への変化が組織成果に与える影響

マネジャーは，予め設定された目標の達成を実現するために，クリティカ

ルな業績指標を利用する。診断的コントロール・システムは，事前に設定し

た目標値を用いることで業務の過程におけるアウトプットを測定する

(Simons，1995，2000)。マネジャーは，業務の過程を効率化しようとした

り，オペレーションを調整するために，目標値とアウトプットとの間の差異

情報を利用する。PMSの診断的な利用を通じて，上司による部下の業務遂

行のモニタリングや例外管理が強化され，財務目標および非財務目標の達成

の確実性がより高まる。そこで，次の仮説を挙げることができる。

H3a: PMSの診断的な利用が進むと，組織成果が改善する。
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(2) インターラクティブ利用への変化が組織成果と機会主義的行動に与える

影響

続いて，PMSのインターラクティブ利用への変化と組織成果の改善との

関係についてである。マネジャーは，PMSをインターラクティブに利用す

ることにより，戦略的不確実性に関する組織内での情報共有および組織学習

が促進され，適切な戦略の修正が可能になる1。インターラクティブ・コン

トロールと組織成果との関係の検証については，これまで様々なコンテクス

トの下で実証研究が実施されてきている。Abernethy and Brownell(1999)は，

予算情報がインターラクティブに利用される場合に，戦略の変更と全社レベ

ルの業績とが正の有意な関係にあることを検証した。また，Bisbe and

Otley(2004)は，製品イノベーションが会社の業績に対して与える効果は，

マネジメント・コントロール・システムがインターラクティブに利用される

ことでよりモデレートされることを示した。さらに，Davila(2000)は，プロ

ジェクトの特性に依存するものの，新製品開発におけるさまざまな管理ツー

ルのインターラクティブな利用がプロジェクトの業績に正の影響を与えるこ

とを示唆している。以上の先行研究に基づくと，以下の仮説を提示できる。

H3b: PMSのインターラクティブ利用が進むと，組織成果が改善する。

PMSのインターラクティブ利用への変化が組織成果の改善につながる可

能性が考えられる一方で，その変化が部下の機会主義的行動を助長させる可

能性も考えられる。業績指標のインターラクティブ利用は，戦略の創発に従

業員を動機づけることが期待できる一方で，データを収集し，結果を議論す

る際に時間とコストがかかる傾向にあるため(Tuomela，2005)，常に部下が，

そのための労力を割くとは限らない。また，Marginson(2002)では，PMS

をインターラクティブに利用する際に，複数の業績指標を同時に利用するこ

１ インターラクティブ・コントロール研究に関する詳細なレビューは相原・近藤(2004)

を参照のこと。
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とで，指標間でトレードオフが生じ，自らのアイデアや独創力を擁護する意

識が高まる一方，同僚の戦略行動を阻害する機会主義的行動が部下の間で生

じたケースが観察されている(Marginson，2002)。したがって，最後に次の

仮説が示される。

H3c: PMSがインターラクティブに利用されるようになると，組織成

員の機会主義的な行動が増加する。

以上示した仮説をもとに本研究の分析枠組を図示すると，図１の通りであ

る。
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本研究では，PMSの設計の変更および利用の変化に関する実態を明らか

にすることを目的に，2006年２月に東証第一部上場の製造業845社の製造担

当役員に対して質問票調査を実施した。質問票は，主に，PMSの採用状況，

PMSの設計および利用に関する過去３年間の変化，そして，組織成員の行

動および事業部門の業績の過去３年間の変化，に関する項目から構成されて

いる。

質問票を送付するにあたって，まず，ダイヤモンド社編の『会社職員録
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2006（全上場会社版）』に掲載されている各社の製造担当役員を第１の基準

とした。ただし，すべての会社において製造担当役員を特定することはでき

なかった。そこで，本社に工場が併設されていない場合は経営企画部長に，

工場が併設されている場合は製造部長に郵送した。以上のどの基準にも該当

しない会社に限り，経理担当役員に郵送することにし，適切な部署への回付

を依頼した。表１は，産業別の質問票の回収状況である。有効回収は127，

有効回収率は15.0％であった。

回答企業における PMSの採用状況を表２に示す。採用率が高いのは，目

標管理(93.5％)と成果報酬制度(81.5％)であった2。

�������������

業種 回収数 回収率

食料品 13 17.81

繊維製品 11 23.40

パルプ・紙 1 7.69

化学 14 11.76

医薬品 4 11.43

石油石炭製品 0 0.00

ゴム製品 2 16.67

ガラス土石製品 4 14.01

鉄鋼 6 17.65

非鉄金属 3 13.04

金属製品 7 18.92

機械 20 16.39

電気機器 24 14.72

輸送用機器 8 13.33

精密機器 4 17.39

その他製品 6 12.77

合計 127 15.02

２ その他の各質問項目に関する記述統計結果の詳細については福田他(2006)を参照のこと。
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採用 不採用 合計

企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％

目標管理 114 93.5 8 6.5 122 35.34

方針管理 75 62.5 45 37.5 120 20.09

成果報酬制度 97 81.5 22 18.5 119 24.855

バランスト・スコアカード 14 13.2 92 86.8 106 25.196

��� ���������

本研究での分析枠組を構成する変数は，PMSの設計の変更，PMSの利用

の変化，組織成員の機会主義的行動の増減，そして組織成果の改善の４つであ

る（図１を参照）。まず，PMSの設計の変更を操作化するにあたって11の質

問項目が，利用の変化に関しては９つの質問項目が用意された。それぞれの項

目の変更や変化の程度を測定するために，Baines and Langfield-Smith(2003)

の11点尺度を採用した。具体的には，過去３年間において，０を変化なしと

して，-5（非常に軽視する方向に変化）から５（非常に重視する方向に変化）

までの尺度を用いた。

PMSの設計の変更と利用の変化の各構成概念と測定尺度を検証するため

に因子分析がおこなわれた（表３，表４)3。検証的因子分析の結果，設計変

更に関しては，(1) 戦略遂行を重視する設計変更，(2) 非財務業績・評価過

程を重視する報酬決定への設計変更，(3) 財務業績を重視する報酬決定への

設計変更の３つの潜在変数が見い出された。

(1)の戦略遂行を重視する設計変更を構成する観測変数は，財務業績指標

の重要性，非財務業績指標の重要性，戦略と指標との整合性，業績指標間の

整合性，業績目標への部下の参画度，設定目標の厳格度の６項目であった。

(2)の非財務業績・評価過程を重視する報酬決定への設計変更を構成する観

測変数は，賞与決定における非財務業績の重要性，賞与決定におけるコミュ

３ 項目平均値により下位尺度得点とした（表４）。
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変数 χ2 d.f. p GFI AGFI AIC

１ 戦略遂行重視の PMS設計への変更 11.34 9 0.252 0.973 0.938 35.34
２ 報酬決定における非財務業績・評価過程重視の設
計への変更

5.19 5 0.392 0.984 0.953 25.196

３ 報酬決定における財務業績重視の設計への変更 4.09 2 0.129 0.985 0.925 20.09
４ 診断的利用への変化 3.14 2 0.208 0.988 0.940 19.14
５ インターラクティブ利用への変化 10.93 5 0.053 0.964 0.893 30.93
６ 組織成員の機会主義的行動の増加 7.20 5 0.206 0.978 0.935 27.20
７ 非財務業績の改善 4.85 5 0.434 0.985 0.955 24.855

��������

変数
理論範
囲

実際範囲
平均
値

標準偏
差

クロンバックα

１ 戦略遂行重視の PMS設計への変更 1-11 7.83-10.33 7.90 1.11 0.78
２ 報酬決定における非財務業績・評価
過程重視の設計への変更

1-11 4.60- 9.80 7.00 0.96 0.69

３ 報酬決定における財務業績重視の設
計への変更

1-11 5.25-11.00 7.64 1.24 0.75

４ 診断的利用への変化 1-11 26.00-10.75 8.16 1.10 0.77
５ インターラクティブ利用への変化 1-11 5.00-10.40 8.01 1.01 0.77
６ 組織成員の機会主義的行動の増加 1-11 1.60- 6.80 4.89 1.17 0.79
７ 非財務業績の改善 1-11 5.20- 9.40 7.26 0.96 0.70

ニケーションの重要性，賞与決定における360度評価の重要性，昇進および

表彰の報酬としての利用度の５つの項目であった。(3)の財務業績を重視す

る報酬決定への設計変更を構成する観測変数は，賞与の動機づけ効果の重要

性，賞与決定における財務業績の重要性，賞与決定におけるチーム業績の重

要性，賞与による報酬格差の重要性の４項目であった4。

PMSの利用の変化に関しては，検証的因子分析の結果，診断的利用への

変化とインターラクティブ利用への変化の２つの潜在変数が確認された。診

断的利用への変化を構成する観測変数は，部下の業務進捗に関するモニタリ

ングの頻度，部下へのフィードバックの頻度，部下のスキルアップおよび学

習機会の頻度，組織目標の達成に対する要求の強度の４項目であった。一方，

インターラクティブ利用への変化を構成する観測変数は，事業機会に関する
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情報収集を部下に要求する機会の頻度，部下との対話を通して業務プロセス

を見直す機会の頻度，環境適応のための業務改革の達成に対する要求の強度，

業務遂行のための情報のやりとりや意思決定について階層間での調整を要求

する強度，業務遂行のための情報のやりとりや意思決定について部署間の水

平的な調整を要求する強度の５項目であった5。

組織成員の機会主義的行動の増減および組織成果の改善の２つに関して

も，検証的因子分析がおこなわれた（表３，表４）。機会主義的行動の増減

を構成する観測変数は，(1)直属の部下に関して，他人の努力に依存し，で

きるかぎり少ない貢献で高い評価を得ようとする行動の増減，(2)自分をよ

く評価してもらうためのごますりの増減，(3)自分の評価にとって都合の悪

い情報を上司に報告しない行動の増減，(4)業務遂行の上での非協調的な行

動の増減，(5)組織への帰属意識や集団意識の変化の５項目であった。これ

らの質問に関しては，他の項目と同様に，０を変化なしとして，-5（非常に

減少する方向に変化）から５（非常に増加する方向に変化まで）の11段階で

測定された。

一方，組織成果の改善を構成する観測変数は，市場シェア，顧客満足，品

質，製造リードタイム，人材育成の５項目であった。これらの項目に関して

は，過去３年間において，０を変化なしとして，-5（非常に低下する方向に変

化）から５（非常に向上する方向に変化）までの11点尺度で測定された。な

お，調査票においては，組織成果の下位項目として財務業績と非財務業績の

両方に関する回答を求めた（Govindarajan，1988; Govindarajan and

Fischer，1990; Baines and Langfield-Smith，2003）。組織成果の改善に関

４ 「財務業績を重視する報酬決定への設計変更」の構成概念に，賞与決定におけるチー
ム業績の重要性が含まれているのは，個人のインセンティブ・プランにおいてもチーム
業績の重要性が高まっている日本企業の実状を反映した可能性が高い。

５ 本研究では，Simons(2005)のインターラクティブ・ネットワークの議論を踏まえ，イ
ンターラクティブ利用への変化の測定項目に，部署間の調整を要求する程度を加えてい
る。インターラクティブ・ネットワークとは，戦略創発には，階層間の情報共有だけで
なく，部門横断的な協力関係が必要であり，このような組織内での相互作用のあり方を
指している。
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する下位項目については１変数に縮約できなかったため，本研究では，モデ

ルの当てはまりの良さから判断して，非財務業績に関する項目を観測変数と

する潜在変数が採用された6。

以上で説明してきた潜在変数に関する相関分析の結果は表５の通りであ

る。

��������n�����

変数 1 2 3 4 5 6 7
１ 戦略遂行重視の PMS設
計への変更

1.000

２ 報酬決定における非財務
業績・評価過程重視の設
計への変更

0.560** 1.000

３ 報酬決定における財務業
績重視の設計への変更

0.606** 0.485** 1.000

４ 診断的利用への変化 0.551** 0.576** 0.459** 1.000
５ インターラクティブ利用
への変化

0.504** 0.420** 0.454** 0.639** 1.000

６ 組織成員の機会主義的行
動の増加

-0.355** -0.293** -0.300** -0.411** -0.514** 1.000

７ 非財務業績の改善 0.381** 0.374** 0.436** 0.471** 0.385** -0.368** 1.000
*** p < 0.001，** p < 0.01，* p < 0.05

� ����

パス解析の結果は表６および図２の通りである7。解析に際しては，構造

方程式モデルの記述，分析ソフトウェア Amos5.0を用いてデータとモデル

の適合度を示す各種統計量を算出し，最終的にデータとモデルの当てはまり

の最も良好なモデルを構築した。この解析結果は統計的に有意であり(χ2＝

14.272，d.f.＝11，p＝0.218)，データのモデルへの当てはまりも極めて良

好である(GFI＝0.969，AGFI＝0.921，AIC＝48.272)。以下，パス解析の

結果にもとづき，仮説の検証を試みる。

H1aと H1bは，戦略遂行を重視する設計への PMSの変更が，報酬決定

６ 財務業績と非財務業績との間のタイムラグの存在が影響したと考えられる。

７ 有効回答数の少なさ等に起因して，モデル構築に利用される潜在変数は限定された。
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において非財務業績・業績評価過程および財務業績をそれぞれ重視するよう

に PMSの設計変更を促進するとの仮説であった。パス解析の結果は，戦略

遂行を重視する設計への変更が，非財務業績・業績評価過程を重視する設計

への変更および財務業績を重視する設計への変更に対して，それぞれ有意な

正のパス係数を示していた。この解析結果から，H1aとH1bはそれぞれ支

持された。

H2aは，戦略遂行を重視する設計に PMSが変更されると，PMSは診断

的に利用されるようになるとの仮説であった。パス解析の結果は，戦略遂行

��������������

パス 標準化推定値 標準誤差 C. R.
戦略的設計への変更－非財務業績・評価過程重視への
設計変更

0.560 0.064 7.595

戦略的設計への変更－財務業績重視への設計変更 0.606 0.079 8.542
戦略的設計への変更－診断的利用への変化 0.333 0.082 4.022
非財務業績・評価過程重視への設計変更－診断的利用
への変化

0.390 0.095 4.711

財務業績重視への設計変更－インターラクティブ利用
への変化

0.206 0.057 0.057

財務業績重視への設計変更－非財務業績の改善 0.258 0.061 3.209
診断的利用への変化－インターラクティブ利用への変
化

0.554 0.065 7.731

診断的利用への変化－非財務業績の改善 0.287 0.071 3.453
インターラクティブ利用への変化－機会主義的行動の
増加

-0.509 0.090 -6.634

機会主義的行動の増加－非財務業績の改善 -0.179 0.064 -2.236

��������
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の重視が診断的利用を直接に促すパスを示していた。この解析結果から H

2aは支持された。

H2bは，報酬決定において非財務業績・業績評価過程を重視する設計に

PMSが変更されると，PMSは診断的コントロールのために利用されるよ

うになるとの仮説である。パス解析の結果は，有意な正のパス係数を示して

いた。この解析結果から H2bは支持された。

H2cは，報酬決定において財務業績を重視する設計に PMSが変更される

と，PMSはインターラクティブに利用されるようになるとの仮説であった。

パス解析の結果は，有意な正のパス係数を示していた。この解析結果から

H2cは支持された。

H3aは，PMSの診断的な利用が進むと，組織成果が改善するとの仮説で

あった。パス解析の結果は，PMSの診断的利用への変化から非財務業績の

改善に対して有意な正のパスが確認された。以上の結果から，H3aは支持

された。

H3bは，PMSのインターラクティブ利用が進むと組織成果が改善すると

の仮説であった。分析の結果，両者の間には有意な関係は見いだせず，H3b

は支持されなかった。

H3cは，PMSがインターラクティブに利用されるようになると，組織成

員の機会主義的行動が増加するとの仮説であった。パス解析の結果は，有意

な負のパス係数を示していた。この解析結果から，H3cは棄却された8。

さらに，機会主義的行動の増加と非財務業績の改善の関係について有意な

負のパス係数が確認された。①PMSのインターラクティブ利用の増加と組

織成員の機会主義的行動の増加との有意な負の関係の存在と②組織成員の機

８ この結果については，Simons(2005)が参考になる。マネジメント・コントロール・シ

ステムのインターラクティブ利用では，戦略遂行のため適宜，上司と部下との階層間の

調整だけでなく，部門間の支援や協力も要求される（Simons，2005）。PMSのインター

ラクティブ利用でも，上司と部下での情報共有や部門間での支援や協力が不可欠になる

ことから，そのような相互作用の中で機会主義的行動が抑制されるのであろう。
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会主義的行動の増加と非財務業績の改善との有意な負の関係の存在との２つ

の発見事実は，マネジャーが PMSのインターラクティブ利用を強めると，

部下の機会主義的行動が減少し，非財務業績が改善されることを示唆してい

る。以上の結果から，PMSのインターラクティブ利用への変化と非財務業

績の改善との間には，H3bで設定された直接的な関係は見いだせず，機会

主義的行動の増減が媒介されていることが確認された。

最後に，本稿では，仮説として設定してなかった有意なパスが２つ見いだ

された。第１は，報酬決定における財務業績重視の設計への変更から非財務

業績の改善への有意な正のパスである。当該パスについては，次のように解

釈することも可能である。PMSが報酬決定において財務業績を重視するよ

うに変更が進むことで，組織成員は財務業績を達成することが急務となる。

しかし，組織成員には，まずは財務業績を達成するまでの過程で先行指標で

ある顧客満足や品質などの非財務業績を達成することが求められることにな

る。そのため，報酬決定において財務業績を重視するように PMSの設計の

変更が行われると，非財務業績の改善につながるのであろう。

第２は，PMSの診断的利用への変化からインターラクティブ利用への変

化に対する有意な正のパスである。Simons(2005)は，診断的コントロール

がクリティカルな業績目標の達成に有効である一方で，その診断的コント

ロールのあり方が，企業の中長期的な環境適応を目的とする組織内での階層

間および部門横断的な相互作用のあり方（インターラクティブ・ネットワー

ク）の構築に影響を及ぼすとの見解を示している。解析結果については，診

断的利用では，PMSの中で設定されている業績目標の達成に主眼がおかれ

る。このような診断的利用のもとで，特に達成の困難な目標に関しては，上

司との情報共有や部門横断的な対応が促進されるのかもしれない。
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本研究では，PMSの設計変更がどのような過程を経て組織成果の向上に

対して影響を与えているのかについて解明を試みた。特に，① PMSの設計

の変更と利用の変化との間の因果関係，② PMSの利用の変化と組織成員の

機会主義的行動および組織成果の向上との間の因果関係にまで踏み込んで仮

説を構築し，PMSの設計変更が組織成果の改善に至る過程をモデル化し，

分析を行った。解析の結果，主に以下の４点が明らかになった。(1) 戦略遂

行の過程が業績指標の多様化を通じて明確になり，またそれが非財務業績・

評価過程を重視する設計への変更を経由することで，PMSの診断的利用が

進む。その一方で，(2) 業績指標の多様化が報酬決定における財務業績の重

視への設計変更を経由することで，PMSのインターラクティブ利用が促進

される。(3) PMSの設計変更は，それを診断的またはインターラクティブ

に利用することを通じて非財務業績の改善につながる。(4) 特に，インター

ラクティブ利用への変化に関しては，機会主義的行動の抑制を経て非財務業

績の改善に影響が及ぶ。

以上の分析結果から，本研究の貢献を次のように示すことができる。まず，

第１の貢献として，PMSの設計を変更させた場合，非財務業績の改善を実

現するための有力な１つの方法として，当該システムの利用の仕方を変化さ

せていくことの有効性を示したことである。

第２に，PMSの診断的利用への変化とインターラクティブ利用への変化

との間の相互関係について，経験的証拠を追加できたことである。近年，

PMSの診断的利用とインターラクティブ利用との相互関係の解明に研究者

の関心が集まっている(Henri，2006; Widener，2007など)。例えば，Henri(2006)

では，PMSの診断的利用とインターラクティブ利用といった PMSの混合

利用と組織能力との関係が，Widener(2007)では，PMSのインターラクテ

ィブ利用の強化と PMSの診断的利用の促進との関係が，それぞれ検証され
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ている。これら両者の関係について，本研究では，事前に想定していなかっ

たが，データ解析の結果，マネジャーによるPMSの診断的利用への変化が

インターラクティブ利用への変化を促進していることが確認された。

第３に，PMSのインターラクティブ利用への変化と組織成果の改善との

関係が組織成員の機会主義的行動の抑制を通じた間接的な関係にあることを

明らかにしたことである。これまでのインターラクティブ・コントロール研

究では，管理会計システムのインターラクティブ利用と組織成果との直接的

な関係を解明しようとする研究(Abernethy and Brownell，1999; Davila，

2000など)と製品イノベーションや組織成員の行動を媒介にした間接的な関

係を解明しようとする研究(Bisbe and Otley，2004; Marginson，2002;

Simons，1994など)が，それぞれ独立して行われてきた。そのため，インター

ラクティブ・コントロールの組織成果に与える影響が直接的か間接的かに関

して統一的な実証結果が得られている訳ではなかった。一方で，本研究では，

(1)PMSのインターラクティブ利用への変化は，非財務業績の改善には直

接影響を与えず，(2)組織成員の機会主義的行動の抑制を通じて間接的に非

財務業績の改善に影響を与えている一方，(3)診断的利用への変化は，組織

成果の改善に直接的に影響を与えていることを明らかにした。

最後に，限界について示すことで本論文を締めくくりたい。本研究には，

(1)解析に用いたデータが，製造担当役員である上司のみを対象に主観を問

う尺度で測定したデータであるため，特に，部下の機会主義的行動に関して，

上司の認知バイアスを十分に排除できていない，(2)解析精度を確保するた

めに財務的な組織成果を解析から除いている，(3)戦略特性などの PMSの

設計変更と利用変化に影響を与えるコンテクストおよび PMS以外の要因が

機会主義的行動の増減や非財務業績の改善に対して与える影響について検討

していない，(4)解析により得られた発見事実がいかなる理由で，どのよう

に生起するかに関して，継続的に収集された定性データにもとづく分析が不

足している，などの限界が残されている。これらの研究は今後の課題にしたい。
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